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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

人口 113,079人 部活動数 95部活

公立中学校数 1２校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

長浜市部活動地域連携・地域移行
推進協議会を設置済

公立中学校生徒数 3,173人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

令和7年３月策定予定の準備中

１ 長浜市を取り巻く現状
国勢調査によると、本市の人口は、平成 17 年の 124,498 人をピークに減少を続けており、令和 2 年には、5 年前に比べ 4,474 人が減少し、県内最大の減少数とな
っている。また、将来推計人口においても、人口減少が続くと予想されており、若者（特に女性）の転出超過、少子化の傾向が課題となっている。本市では、これまでに長浜
市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、総合的な地方創生施策に取り組んできたが、さらなる対応が求められる状況となっている。
人口減少の主な要因は、出生数の減少と死亡者の増加となっている。本市における令和 2年の合計特殊出生率は 1.56 と県全体の 1.44 を上回っているものの、特に 

10 年前には年間1,000 人を超えていた出生数が、現状では 700 人台と大きく減少していることは大きな課題であり、早急な対策の検討が必要である。 
また、本市の面積は680.8㎢と大変広く12の中学校が点在している。バスなどの公共交通機関が少ないことから、部活動が地域移行した際の中学生の移動手段について
課題の一つである。地域移行の受け皿となり得る地域クラブや地域の指導者が不足していることも大きな課題である。

２ 小・中学校の現状と課題及び今後の展望
少子化の観点から本市の今後の生徒数の推移を見ると、中学校への入学者数は右肩下がりとなり、令和５年度から令和１１年度までの６年間では、1,076人

から 919人まで、85％に減少すると予想される。小学生の在籍数においては、令和５年度の 5,985人から令和１１年度には 4,091人になると予想され、32.6％
の減少となる。本市からの人口流出も増えていることに鑑みると、学校としても統廃合を含めた危機的な状況を迎えることとなる。

（令和５年度 長浜市教育委員会学区別児童数調査から）

部活動においても市内中学校の生徒数および部活動加入人数の推移を見ると、平成２４年度の生徒数3,919人に対し、部活動加入人数は 3,072人であり、
加入率は78.4％であった。１０年後の令和４年度では生徒数 3,221人と約 700人の減少に対し、部活動加入人数は 2,065人で 1,000人以上の減少、加入
率64.1％まで落ち込んでいる。まさにこの１０年間の激減は、学校部活動の存続危機に直面している。このような現状を踏まえ、子どもたちに犠牲が及ばないよう、持
続可能な部活動の地域移行の在り方について早急に検討し、長浜市にふさわしい形の構築を急がなければならない。

（滋賀県教育委員会事務局保健体育課 令和４年度保健体育科調査から）
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

▼事業実施体制図（市区町村と関係団体における推進体制図）

左図は、今後の本市における地域クラブや合同部活動・拠点校型合同部活動にお
いて、活動主体と事務局組織や行政関係機関との連携・支援体制の年度当初の構
想図（実施体制の構想図）である。
本市は、今年度３パターンの実証事業をスタートさせた。この構想図は実証事業の
検証結果に基づき、今後の長浜市にふさわしいスポーツ活動の形態を構築しようとする
ものであり、現在、模索しているところである。移行に係る実証実験では、実証期間にお
いて、地域連携から徐々に、生徒が犠牲を強いられることの無いよう、地域移行へと体
制をシフトしていくというスタンスであったが、検討していく中で地域移行には解決すべき
課題が多く、まずは地域連携に焦点を絞る方向となった。今後、修正を加えながら更新
していくこととなるが、種目によって移行できるところから移行するという方向で進めることと
なる。
なお、令和7年3月には、（仮称）長浜市地域移行推進計画の策定を目指してい
るところである。

－合同部活動（拠点校方式を含む）の実施－
本市は、市内12中学校が広範囲に点在している立地状況にあることから、部員不
足が深刻な部活動や希望する部活動に入部できない子どもたちのために、実証事業の
一つとして合同部活動を展開している。地域連携を継続的に推進することで、子どもた
ちのニーズに沿ったスポーツ環境の整備を進めることとしている。
実施体制の構想図にある総合的なマネージメントを司る事務局の設立には時間を要
することから、現在は、教育委員会がその役割を果たし事業を進めている。
地域連携の活動としての本市の合同部活動は、部活動指導員や本市独自の部活
動支援員などの、外部指導者を適切に配置しながら充実・拡大していくことで、持続可
能な部活動の新しい仕組みを構築していこうとするものである。
また、地域連携を充実・拡大していくことが、地域移行への必然性を生み、地域クラブ
への円滑な移行に寄与できたり、単一種目において、地域移行ができる種目から進め
られる環境が整うこととなる。（前述）
このモデル事業における学校部活動の実態を見ると、外部指導者をうまく活用し、効
率的・効果的な活動を展開している状況がうかがえる。このような現状を考慮すると、生
徒たちが犠牲にならないためにも、先ずは外部指導者を登用し、地域と連携する合同
部活動の取り組みからスタートし、今後、地域移行に進めるようなモデル事業として取り
組むことが、現実の課題解決につながるものと認識する。

－ 地域クラブや合同部活動等の活動主体との連携・支援（当初の構想図）－
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左図は、「部活動の地域連携」に係る本市が目指す部活動の姿
である。
地域連携を推進し、今後、地域移行へと繋いでいくという基本姿
勢である。左図に示す合同部活動の姿１は、従来の中体連規定に
基づく合同チームの編成形態であり、本市としても人数が足りないこ
とから試合に出られない学校の救済策として合同部活を推進してい
る。市内中学校が広範囲に及ぶためエリアを決めて、原則として合同
が組めるよう推進している。エリア内の合同であれば送迎も可能であ
り、種目の規定人数に達している学校に対しても、合流することを可
能にしている。合併型が主流ではあるが、合流型も推進することとし
ている。
現在、実証事業を行っているところは、3校の合併型である。
今後、現在合同を組んでいる中学校が規定人数に達したとして
も、近隣校の（エリア内）規定人数に達していない中学校の希望
があれば合流型の合同チームを組むこととしている。

左図は、拠点校を定め、周辺校から希望する生徒が拠点校に
集まり活動する「拠点校型部活動」である。本市が目指す方向と
して、アンケートの結果や、本市が抱えている課題等の解決策を
考慮すると、拠点校型部活動や従来の合同部活動の地域連携
を進めていくことが肝要である。
Ａ中学校を拠点校として定め、Ｂ、C中学校では種目の部活
動が設置されていない。しかし部活動をしたい子どもたちがいること
から、拠点校に出向いてその種目の部活動に参加する。Ａ中学
校には、複数校から、自分の学校には無い部活動種目をやりた
い生徒が集まってくる。拠点校方式の最大の目的は、休日に自
分のやりたい部活動の場を与えることにある。
休日の部活動を基本とした指導者は、部活動指導員や外部
指導者が中心となることで、教員の働き方改革にも大きく貢献で
きる。教員の参加については、従来の特勤手当の対応となる。
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左図は、本市の合同部活動を展開するうえで、平日、休日を通した、
基礎となる外部指導者派遣に係る地域連携のイメージ図である。
休日の生徒の移動に関しては、保護者のサポート（負担）が必須で
ある。
練習場所は事前に協議するが、拠点校方式の場合も含め、指定され
た場所（学校）へ、他校から集まってくる。
この事業イメージでは、部活動指導員や外部指導者確保が最も重要
な要素であり、兼職兼業の公務員等も含め、部活動の指導に関わる指
導者人材バンクの整備や組織化をするものである。
地元企業による応援体制は、協賛金としての資金援助や子どもたちに
オリンピアンなど本物に触れる機会を与えるイベント開催などであるが、新
たな受け皿を企業側がビジネスモデルとして立ち上げる動きもある。地元
経済団体は、現在、支援の仕組みづくりを進めている。
地域連携の事業として、外部指導者登用の充実を図りながら展開する
ことは、教員の働き方改革に繋がり、負担軽減にも大きく貢献できるもの
である。

合同部活動の基本になる中学校における外部指導者等派遣事業（案）
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年間の事業スケジュール

軟式野球 合同部活動

（長浜市立西浅井中学校・木之本中学校・高月中学校）

１ 年度当初に年間の練習計画を作成する
２ 基本的に土曜日は、 ８：３０~１１：３０（3時間）の練習とする
３ 日曜日は練習試合等で終日練習（西浅井・高月・遠征先グランド）となることもある
４ 合同の練習場所については、高月中・西浅井中でおこなう
５ 木之本中学校は、高月・西浅井中で行われるときに活動場所で参加する
６ 平日及び冬季は自校練習を基本とする
７ 活動場所までの送迎は、原則保護者責任においてサポートする
８ 定期考査前は休みとする
９ 年度初めに保護者会開催（年間スケジュール等）
１０ 旧伊香郡内をエリアとして、部員数の増減に関わらず、合同部活動を展開し、活動が円滑

に進むよう推進していく
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２．実証内容と成果

合同部活動の運営実績

主な取組例

参加校数 5校 実施した種目 軟式野球・アメリカンフットボール・女子ソフトボール

合同部活動に取り組
んだ部活動数

7部活

参加校名 西浅井中学校、高月中学校、木之本中学校

実施した種目 軟式野球

１か月あたりの平均
的な活動回数

月４回程度（平日 回、休日４回）

顧問の属性 高月中学校教師が顧問を担当

指導者の主な属性 高月中学校教諭顧問、西浅井中学校部活動指導員、
外部指導者(市役所職員兼職兼業野球経験者)

活動場所 西浅井中学校及び高月中学校運動場

主な移動手段 保護者による送迎

１人あたりの参加会
費（年額）

会費はないが必要に応じて経費を徴収

１人あたりの保険料 スポーツ振興センター対象 学校定額

▼活動概要 ▼運営体制図（合同部活動を実施する際の運営体制）

▼参加校における役割分担

⚫ 高月中学校【拠点校】

・拠点校として顧問教師の配置し、トラブル発生時の現場での初動対応

・トラブル発生時の自校の生徒・保護者への各種対応

・部活指導員及び外部指導者との定期的な連携・調整

⚫ 西浅井中学校・木之本中学校

・3校顧問の連絡・調整

・トラブル発生時の自校の生徒・保護者への各種対応

・部活動指導員・外部指導者・顧問の定期的な連絡・調整
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２．実証内容と成果

取組内容

令和５年７月に部活動地域移行に関するアンケートを７つのカテゴリーで実施し、６つの学校関係のカテゴリーにおいては、12,091人に延べ67項目のアンケートを行い、
7,394人（回答率61.2％）から回答を得た。アンケート結果より、市内中学生の学校部活動への加入割合は、全体のほぼ9割（複数回答：89％）であり、自分の希
望する部活動に8割以上の生徒が入部しているという結果を得た。また、そのうち８割以上（84％）の生徒が、活動が楽しい、適切な活動時間であるという理由で、学校
部活動に満足していると回答している。このような結果を踏まえて、拙速に地域移行を進めるのではなく、長浜市の実態を把握し、生徒数の減少により、部員不足で部活動
ができない生徒や、やりたい部活動が進学先にない生徒のために、地域連携としての合同部活動を推進することで、子どもたちが犠牲にならないよう本市に相応しいスポーツ
環境を整備することを目指し、取り組むこととした。モデル中学校では、部活動の充実・強化のために地域連携の取り組みから始め、部活指導員や部活支援員、外部指導
者を手厚く配置（人数、人格、指導力等）することによって実証実験を進めることとした。地域連携では、学校と外部の指導者が役割を分担し、緊密な連携を図ることで、
必然的に教員の負担軽減につながり、また、生徒たちが、専門的できめ細かい指導や効率的で効果的な活動内容の支援が受けられるようスポーツ活動環境の充実を目指
すこととする。

取組事項

・西浅井中学校、高月中学校、木之本中学校3校の軟式野球の合同部活動をモデルとした実証を実施した。加えて、合同チームや合同練習等を展開している南中学校と
高月中学校の女子ソフトボール、南中学校と西中学校のアメリカンフットボールの２種目についても検証をした。
・公共の交通手段での移動が極めて困難なため、広範囲の中学校間の練習、試合等については、保護者の送迎等の協力のもと充実した活動が展開できた。
軟式野球は高校野球で甲子園を経験した指導者に兼職兼業をして携わっていただいた。女子ソフトボールは全国大会優勝監督に指導をしてもらい、アメリカンフットボールは名
古屋より専門的な指導者を招き、きめ細かい指導内容で、効率的に・効果的に指導がなされた。種目によって特徴はあるものの、専門的なきめ細かい指導が行き届いた。
・顧問同士で密に連絡を取り合うことで参加校同士の連携は円滑に行われていた。
・また、教員の働き方改革については、教員の負担は軽減されたことが伺える。外部指導者の効用として、中学校の教員「ストレスチェック」の分析結果によれば、外部指導者が
２人以上（合同も含め）入っている学校では、健康リスクが少ないという結果が出ている。外部指導者を適切に導入・配置でき、部活動を行った学校は、教員のストレス度が
かなり低かった。モデル校は市内中学校全体で教員のストレスが最小であった。このことから、外部指導者の配置は教員のストレス軽減の要因の一つとして推察できる。

取組の
成果

軟式野球の合同部活動では、部員数の増減によって合同を組む学校が毎年変わるということがある。もう少し広い地域を一つのエリアとして、そのエリア内の中学校が合同部
活動としての活動をする。単独校でチームが成り立ったとしても、部員数の満たない学校がエリア内に出た場合は、合同部活動を行っていくこととした。野球の指導者が2人とも
に甲子園経験者であり、合同になったときは、全体のムードメイカーとしてチームの雰囲気づくりを大切にされ、貢献されている。
ソフトボールは、全国優勝の経験がある指導者を招き、活動を展開したが、初心者と経験者の差が大きく、技術の差がはっきりしている現状において、実にバランスよく、生徒
のモチベーションを上げながら、効率的に工夫された指導がおこなわれている。
アメリカンフットボールは、各パートに分かれた専門性の高い種目であり、指導者の人数もいる競技ではあるが、名古屋からの指導者を招くことにより、効率的な練習および、
専門的かつきめ細かな指導がなされており、指導者の人数以上の効果を上げている。
いずれの指導者も部活動指導員の身分で任用されていることから、教員の負担軽減にも大きく貢献している。

特に
工夫した
事項

・計画段階では、5人の地域指導員の人件費を見込んでいたが、実際には新たな指導員としての人材の発掘が1名しかできなかった。人材の確保は大きな課題である。
・長浜市の部活動が今の形で5年後、10年後、そして永久に続くものではない（人口減少、子どもの数の激減、学校再編の可能性等の理由から）。必然性のある合同部
活動を推進して外部の指導者を手厚く配置し、子どもたちのニーズに沿いながら充実・拡大していく。地域移行については、できるところから、できる種目で始める。それは地域
連携が進み充実し、拡大することによって、必然的に生まれることとなる。多種目型の地域クラブを立ち上げる場合は、地域に根差した特色ある種目の設定も必要である。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【キャプション】 【キャプション】
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

3校の合同部活動チームで秋季中体連に参加（女子も参加） 部活動指導員から練習内容等の説明を受け効率的な練習を展開
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合同部活動チームで練習（外部指導者による全体練習）
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

2024年度（R6） 2025年度（R7） 2026年度（R8） 2027年度（R9）

長浜市

共通

長浜市
教育委員会

長浜市との連携・協力 総合型地域クラブに移行（中学校と協力体制）
奥びわ湖SC（柔道、剣道、ソフトテニス、バレーボール、陸上）

実証事業

湖北市民会議（民間企業団体）：地域移行に係る受け皿づくり等、長浜市と協議

新たな意識調査からの現状分析および今後の推進計画に反映（第2弾中学校教員向けアンケート）

地域移行推進計画の策定

実証事業の継続（合同部活動・拠点校部活動・奥びわ湖SC）

合同部活動の展開から地域移行へ繋げる

合同部活動・拠点校部活動の継続・展開

地
域
連
携
を
深
め
、
体
制
整
備
の
充
実
を
図
る
こ
と
で
、
必
然

性
か
ら
の
移
行
に
つ
な
げ
る
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